
被災者 被災 り災証明取得 支援の受給

自治体

建物被害調査員を
確保できない

システム
被害調査員養成
トレーニング

住民データ

家屋データ

調査結果
データ化

調査票をデータ化
するのが大変

調査票自動データ化
システム

り災証明発給に
膨大な時間がかかる

り災証明発行
システム

仮設住宅

税等の減免

支援金など　　　　　　　　　　　　　　　　

生活再建支援

支援対象者の特定や
公正公平な支援が困難

被災者台帳システム

※ 現在、岩手県で運用しているシステム

発
災

り災証明発給建物被害
認定調査 被災者台帳

生
活
再
建
支
援

ボトルネック1 ボトルネック2 ボトルネック3 ボトルネック4

取組項目 No.13 被災者台帳システムの整備・運用

〔取組概要〕
〇	発災直後の岩手県の沿岸市町村では、庁舎や職員自身が被災するなど行政機能が著しく低下する中、

災害応急復旧、避難所運営等数多くの業務を行う必要があり、被災者情報の適切な把握、管理ができず、
被災者の生活再建支援業務に支障を来すことが懸念されました。

〇	これらの状況を踏まえ、広域行政を担う県が、被災市町村の行政機能の回復支援を行うとともに、被
災者への直接支援を行うため、京都大学、新潟大学を中心とする支援プロジェクトチームの協力を受
け、過去の被災自治体で活用実績のある「被災者台帳システム」の導入を進めました。

〇	被災者台帳システムを導入した市町村では、業務の効率化が図られるとともに、個々の被災世帯のり
災状況や支援の実施状況、今後の住宅再建の意向などを把握することにより、支援が必要な世帯を特
定することが可能となり、被災者へのきめ細かな生活再建支援が可能となりました。

〇	一方で、発災後にシステムを導入したため、住民基本台帳や課税台帳等の被災者の基本データのほか、
り災証明書や義援金の支給など、既に進められている業務のデータをシステムに登録するための作業
に膨大な時間を要するなどの問題も生じました。

〇	このような岩手県での取組実績を踏まえ、被災者支援を迅速かつ効率的に実施可能な被災者台帳シス
テムを、災害発生に備え平常時から整備しておくことが有効です。
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取組事例 ①　被災市町村への被災者台帳システム導入について

　岩手県及び支援プロジェクトチームが被災市町村を
訪問し、被災者台帳システムの導入を提案しました。
　平成 24 年４月から７市町村においてシステムの運
用を開始し、被災者の生活再建支援業務に活用してい
ます。

取組事例 ②　被災市町村の知見の被災者台帳システムへの反映について

取組事例 ③　新しい被災者台帳システムの構築について

　岩手県及び支援プロジェクトチームが定期的に市町村を訪問し、システムの運用支援を行うとともに、
意見交換会や意見交換サイト等の活用によりシステム利用者の意見を集約のうえ、随時、システム改修
を実施しています。

　現在岩手県で運用しているシステムをベースに、被災者支援業務の更なる効率化を図るとともに、今
後の大規模災害の発生に備え、新たなシステムの構築を検討しています。
　東日本大震災での教訓を踏まえ、「り災証明書発行」から「生活再建支援」まで、総合的に対応可能な
システムを全県的に導入することとし、平成 27 年度からの運用開始を予定しています。

システム導入市町村の意見交換

【岩手県が整備を進めている新しい被災者台帳システムの全体像】
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